
2D Ⅰ 4 新興企業の成長にみる 国際比較 

0 長田直 俊 ( 日本規格協会 ) , 渡辺千切 ( 東工大社会理工学 ) 

1.  序 誼 

1.1 背 * 

1988 年、 アメリカの経済誌ビジネスウィークに 世界 
の 企業のグローバルランキンバ 1000 が始めて載った。 
それまでも同誌においてアメリカの 企業とアメリカ 以 
外の企業のランキングが 別々に掲載されることはあ っ 

たが、 アメリカ国内外の 企業を別扱いせず、 同一の 尺 

度 に基づいて総合的に 比較した始めての 掲載であ った。 
ランクは米ドル 換算の企業の 市場価値を単純に 比較し 
たものであ ったが、 いわゆるグローバリズムの 台頭が 

生んだ現象の 10 と見ることができる。 
時はあ たかも、 武一 の ・ケネディ一の 「大国の興亡」 

(PauI Kennedy, 1988)  が発表された 年であ り、 グロー 
バリズムの浸透 ; 共に各国の経済の 効率と比較が 強く 
意識された時代，あ った。 日米間では、 通商摩擦が激 
化しつっあ り、 アメリカにおいては、 「ヤンバレポー 

企業組織を求められたのではないかということ。 これ 

らの条件を充足する 組織は新しい 新興企業として 現れ 
る 確率が高く、 米国においては、 このようなシステム 
が 有効に機能したのに 対し、 日本では機能しにくかっ 
たのではないかという 仮説に基づき、 その検証を行 う 。 

なお、 ここでは産業構造をト 一 タル としての生産土 
により分析するのではなく、 個別の企業に 着目し、 企 
業の成長と衰退を 通して産業間の 変化を把握する。 

2, 分析のアウトライン 

本研究では、 まず 1988 年より 2002 年にいたるビジネ、 
スウィーク・グローバル 1000 の企業の変化より、 各国 

企業の盛衰を 比較し、 各国経済の動向を 概観する。 
次いで、 企業リストの 業種別の比較を 行うことによ 

り 、 世界的に見た 産業構造の変化を 推定し、 各国経済 
がその産業構造の 変化に適応しているか 否かを推定す 

ト 」 (85 年 ) 、 「メード・イン・アメリカ : アメリカ 

再生のための 末日欧産業比較」 (89 年 ) 等、 アメリカ 
の 競争力の低下とその 鼓舞の必要性が 強く認識された 
時代でもあ った。 

この時期、 日本はバブル 経済の初期であ り、 アメリ 
力 経済の低迷をよそに、 隆盛を証歌していた。 日本型 
経済システムの 効率性を多くの 日本人が信じていた 時 
代 でもあ った。 OECD 統計によれ ば 、 日本の一人あ たり 
GNP は、 この年第 3 位と上昇のピークに 達するのであ る。 

しかしながら、 この日本の繁栄は 、 長くは続かなか 
った 。 90 年代に入って 日米の立場は 逆転する。 アメリ 

力 経済は、 2000 年代に入ってからはさすがに 失速する 
が 、 90 年代は、 およそ ¥ 0 年もの長期にわたる 景気拡大 
を 証歌 し 、 これに対し、 日本経済は現在に 至るまで回 
復の糸口が見えていない。 

1.2 研究のねらい 

こうした 80 年代に比べての 90 年代の日米経済の 成長 

の逆転現象は ， 「 I T 革命」 という言葉に 代表される 
産業のパラダイム 変化とその担い 手としての企業の 変 
化によって説明されると 考えられる。 

本研究においては、 1988 年より 2002 年にいたる ビジ 

ネ 、 スウィーク ・グローバル 1000 の変化に着目し、 世界 

の 大企業の変遷 ど 通じて、 1980 年代から 2000 年代の目 

水経済、 米国経済、 そして世界経済の 産業構造の変化   
企業組織の変化等を 分析する。 また、 それらの産業構 
造の変化に新興企業が 与えた 影 螢を推測し、 日本経済 
と 米国経済の比較を 行う。 
本研究では、 1980 年代までの産業の 発展と 1990 年代 

以降の産業の 発展のパターンが 異なっているというこ 
と 。 それはいわゆる 時代の発展を 担ラリーディンバ 産 

業の変化となって 現れており、 新しい時代を 担 うリ一 
ディンバ産業は、 I T 産業に典型的にみられるよさに 
一種のイノベーション と表 其の関係にあ り、 企業に新 

しい性格を要求していること。 そして、 その要求に応 
えるためには、 既存の大企業組織では 困難なことが 多 

  
更にそうした 産業構造の変化をもたらす 新しい産業 

は 、 その勃興 期 においては、 既存企業よりもむしろ 新 
規 設立企業によりもたらされる 可能性が高いことを 勘 
実 し ( 清成 、 渡辺 き ) 、 各国経済における 新興企業の 
占める割合に 着目し、 その比較を行 う 。 

そして、 こうした新興企業の 成長の軌跡をたどるこ 
とにより、 各国経済のパーフオーマンスの 比較を行い   
前述の仮説を 検証する。 

3. 分析結果とその 評価 

3.1 国別変化と経済発展 

表 1 は、 1988 年 7 月 18 日号にビジネスウィーク 誌に載 
ったグローバル 1000 の上位 30 企業と 200 ， 2 年 7 月 15 日号 

に載った上位 30 企業を比較したものであ る。 

表 1 世界企 案 ランキング ( 市れ伍億 べ ー ス : 10 皿 円 ) 

貸料     ビジネスクィーク 誌 
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立場を変えていることであ る。 1988 年においては、 上 

位 30 社中、 22 社を日本企業が 占め．米国企業は、 わず 
かに 5 社であ る。 これに対し、 2002 午になると、 30 社中   
米国企業が 20 社を占め、 日本企業は、 N T T ドコモ と 

トヨタ自動車のわずかに 2 社になってしまっている。 
こうした傾向は 、 更に下位の企業まで 含めても顕著 

であ る。 上位 100 社で比べてみると、 1988 年は、 日本企 

業 がめ社であ るのに対し、 米国企業は 33 社であ る。 一 
方 2002 年では、 米国企業 57 社に対し、 日本企業は 7 社に 
すぎない。 

それでは、 1988 年と 2002 年の間に各国の 企業数は   
どのように推移したのだろうか。 これを見たのが、 図 1 

であ る。 米国企業の数は 、 概してなだらかな 増加傾向 
にあ るが、 1992 年より 94 年の間、 及び 1999 年以降は減 
少している。 他方、 日本企業の数は 1992 年より 94 年の 

間を除き、 急激，減少しており、 98 年以降はほ ほ 横道 
いであ る。 
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%]. 世界大全集 100 社目 別故 推移 

これらの企業の 比較の基準は、 それぞれの企業の 市 
場 価格であ る。 市場価格は、 各企業の上場する 市場の 
動向と為替によって 左右される。 その時々の分野別の 
株価の動きによって 大きく変化し、 株式市場の嗜好に 
よ る短期的な変動の 影 牢が 避けられないが、 他方、 そ 

れはそれで、 市場価格の宿命であ ると同時に、 客観的 
な 尺度となり ぅ るものであ る。 

表 2 は、 日本企業を米国企業と 比較する際に 、 大きな 
影 昔を与えると 考えられる諸指標の 動向であ る。 

ま 2 % 指榛 の 俺向 

資料     口オ *@ 銀 7 〒 H.P   

日経平均株価は、 80 年代未から現在までほ ほ 下降 基 
調 であ り、 ほぼ 1/3 に下がっているのに 対し、 ニュー 

ヨーク， ダク 平均株価及びナスダック 総合指数は 90 年 
代を通じてほ ほ 上昇基調であ り、 ピーク時で 88 年のそ 
れぞれ約 5 倍、 約 13 倍にもなっており、 単純に比較する 

と 両国の株価の 変化は 14 年間で最大 40 倍も変化したこ 
とになる。 米国の株価は 1999 年頃 よりようやく 下降に 
転じた。 為替は、 株価ほどには 変化していないが、 94 

年頃 に顕著な円高が 見られる。 
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以上見られるよ う に、 企業の市場価値という 視点か 
らすると、 日米の株価の 関係で、 1980 年代は日本企業 
が 世界経済の主導権 を確保していた 時代であ るが、 目 

本のいわゆるバブル 経済の崩壊と 米国のいわゆる 二ュ 

一 エコノミ一の 台頭と共に、 1990 年代を通じてその 地 

位は逆転し、 1990 年代半 は より、 明らかに米国企業が 
世界経済の主導権 を握るようになるのであ る。 1990 年 
代が 、 日本経済にとって、 いわゆる 「失われた 10 年」 

と 呼ばれる理由が、 ここにも明らかに 見てとれる。 

3.2 設立年別、 案種別に見た 分析結果 

それでは、 こうした最近時における 日米企業の市場 
価値の差は何によって 生じたのであ ろうか。 ビジネ 、 ス 

ウイーク誌には、 国別の企業ランキングも 載 っている 

ので、 それを墓に日本企業と 日本以外の企業それぞれ 
100 社を比較してみる。 

表 3 は、 1988 年及び 2002 年の日本及び 日本以外の世界 
の 大企業 100 社を比較し、 交替したメンバ 一の数を比較 
したものであ る。 

表 3. 姉 なさ撮土圭 と珪 存亡 集荻 

企業の新陳代謝は、 世界企業の方が 日本企業より 激 
しく、 衰退企業、 新規登場企業の 業種別の集中度が 高 
い 。 世界企業では、 衰退が目立っのは、 商業、 通信   

輪送 機器、 化学、 成長が著しいのは、 金融、 電気機器   
医薬品、 サービスであ るが、 商業、 通信については 成 

長 企業も多く、 業種として衰退しているというより   
企業間の競争が 激しいとみるべきであ ろう。 他方、 日 

本 では、 金融、 建設、 運 輪 、 金属といった 業種の企業 
が 姿を消し、 電気機器、 サービス、 金融、 医薬品とい 
った 業種の企業が 市場価値を高めている。 この場合も   
金融については、 企業間の競争が 厳し v とみるべきで 
あ ろう。 

図 2 は、 上位 100 企業の設立年を 比較したものであ る。 

  レ ， 藤 ・ ， 。 ， 。 醐 ・ M  吋 ・ 弗 蜘 ・ 柚 梯 ，㎝ 付胤宵 
年代 

臼 2. 大全集の設立年比較 

世界企業は 1945 年以前に設立された 企業も多いが   

1960 年以降に設立された 企業も順調に 成長し、 S0 年代 

以降に設立された 企業でさえ 100 位 以内に多数入って 
きてる。 これに対し、 日本企業は終戦後 50 年代に設立 
された企業は 多いが、 80 年以降に設立された 企業で大 
企業に成長した 企業は極めて 少ない。 

ヨ一 



次に世界と日本の 企業上位 100 社を業種別に 比較し 
たのが、 図 3 であ る。   ることを意味する。 通信業、 運輪業等において、 こ う 

した動きが顕著であ る。 

また、 世界の企業ではこの 期間、 経営の効率化を 指 

  

  

  

  

  

  

同 しつつ、 必ずしも一つの 業種に限定できないコング 
ロマリット的な 企業が増えていることも 特徴の一つぼ 
なってきている。 持株会社の増加も 頭 箸 であ る。 

総じて見ると、 1988 年と 2002 年の間に世界の 大企業 

の 位置する業種が 大きく変化しており、 世界の企業は 
その変化に十分に 対応しているのに 対し、 日本企業は 
必ずしもその 潮流に十分に 対応できていないこと。 そ 
して、 世界的にみると、 その対応のかなりの 部分は   
新興のいわゆるべンチヤ 一企業が担ってきており、 日 

本 ではそうした 起業システムが 世界ほど有効に 機能し 
ていないという 姿が浮かび上がってくる。 

3,3 新興 企 案の成長比較 
  

ロ 3. 車種用金文 荻 
次に、 ここでは新興企業を 1960 年以降設立の 企業と 

定義し、 日本及び米国の 上位企業を比較してみる ( 表 4) 。 
世界企業が比較的強い 分野は、 医薬品、 石油・石炭 まず、 企業数であ るが、 日米それぞれの 上位 100 の 企 

製品、 通信業、 コングロマリットであ るのに対し、 日 共に占める新興企業数は、 日本の 14 企業に対し、 米国 
本 では、 建設・   。 動産、 輪逆用機器、 電気・ガス業   は 19 企業と、 まず企業数で 米国が日本を 大きく上回っ 
逆 輪業といった 分野に多く大企業が 存在する。 業種別 ている。 しかも個別企業の 売上高と従業員数をみると   
の 動静は既に表 3 でも触れたように、 1988 年と 2002 午を およそ米国企業は、 日本企業より 1 桁数値が上回って い 

比較すると、 日本では金融・ 保険業の企業数の 減少と る。 米国経済の方が 新興企業によって 産業構造の変化 
電気機器の企業数の 増加が顕著であ るのに対し、 世界 を大きく受けているということができる。 
では食料品、 化学、 石油・石炭製品といった 分野で企 次に両者の企業群の 内訳を業種別にみると、 流通   

業 数が減少し、 医薬品、 金融・保険業、 電気機器とい サービスに属する 企業が含まれるという 点では一致し 
った 分野で企業数が 増加している。 また、 サービス業 ている。 ただし、 日本の方が占める 比率が高い。 日本 
で、 世界、 日本共に大企業が 現れているのが 注目され 企業では、 その他いわゆる 消費者ローンの 企業と電気 

  機器企業が目立っている。 他方、 米国企業では、 いわ 
なお、 1988 年より 2002 年にいたる 100 位までの企業の める I T 関係やバイオ 関係の技術先端企業の 存在が際 

動向をみていると、 もう一つ顕著なことは、 企業合併 だっている。 全体の 4 分の 3 近くをこれらの 企業が占め 
が 極めて多いということであ る ( 表 3) 。 企業合併は   ているが、 特に I T 関係の企業が 3 分の 2 近くを占めて 
この間世界、 日本ともに多かったが、 特に世界企業に いる。 これらの企業は、 いわゆる I T 革命の担い手と 
おいて顕著であ る。 日本では合併は 金融業に多かった して、 1980 年代以降急速に 業績を伸ばしてきた 企業で 
が 、 世界企業では 石油、 医薬品、 通信分野でも 顕著で あ る。 

あ る。 このことは、 一部業種において 規模の利益が 大 これら新興企業の 設立以来の売上高の 成長を比較し 
きいか、 事業自体のリスクが 高まっているか、 企業と たものが、 表 5 であ る。 米国の企業の 成長の方が、 日本 
しての活性の 維持のために 合併のようなインパクトが 企業より圧倒的に 早く、 しかも技術先端企業と 呼ばれ 
必要か、 いずれかであ ろう。 る 特定の技術を 有している企業の 方が、 それ以外の企 

また、 この期間、 国の政策によって、 民営化、 分割 業 に比して成長が 早いという傾向が 伺われる。 
等が 、 世界でも、 日本でもかなりの 数見られた。 これ 
は 従来国営企業等が へ ゲモニーを握っていた 分野に民 
間活力を導入することが 世界的な潮流となってきてい 

表 4. 1960 年以降 紐 左上位 企 案の日米比較 
    

内位会社名       さ 失投立 ち 戸上場年月支上 従業 貝 日本世界会社名     耳糞 設立年月 上 年月 売上高 従業負数 日本世界 
l t7" シー イレフ " ンシヤ ハ " ノ ・ 、 充 lSE   @l l979 Ⅰ 0 何 %4l6 4.s36 8 ll4 ル OCROSOW サービス ( ソフ @ ウ ヱ 7) 1975 lgB1. ㏄             39100     
                        1972.05  1976.11  216,432  3,684  40  355  INTEL 宙気 俊器 ( 牛垣 体 )   33 在 6 86.l ㏄       
3 セコム サービス                                       24,932 42 377，ISCOヾYSTEMS ワ気柑器 l9 目． 12         34.000         
                    屯尭糖 器                                                 材 380HO ル正 DEpoT   ト苑 ( 建築資材本 充 ) 1978.06   
                                                            '"' 。 "[ 。 ' 。 " 。 """"'"" 柾 " サーピス ( プロ       イター   1985.05               15000         
6 アコム その他 金 脱 け㌍． l0 1994.12 @414918 コ ． 390 53  438  DELL  COMPUTER で 気挺器 ( コンビューター ) l9 桝 ． 0 う 1987.10 3[ ㏄ :a 40 ．㏄ 0         
7 式吉士 その他 金卍 l9 ㏄． 06 l 卵 18 Ⅱ 2 .4 万 4 Ⅸ 3,7 め M4 439AMO Ⅳ 医薬品 ( バイオ ) 1980.04 1987. ㏄ 36 Ⅰ 9                 
                                                            1,'" " 。 9' ㎝。 ㏄ " サービス ( ソフ @ ウェア ) 1986.10 10130 41320       
                          19 色．㏄                         [1.271 79 600 だ "" ⑪ "" 皿 ""'         1967.11               95% 19220         

10 アイフ @                                                 5.810 81 632、UTOMATIC．ATA‾ROCESS                                   6285 .   
Ⅱプロミス                                             5.723  82  634  F@RST  DATA サービス ( 脩俺 処理 ) 1992.02         27000           
l2 オリエンタルラン サービス l9 ㏄． 07 l996.l2 ⅩⅡ㏄ l 3. 皿 4 83 ㏄ 8CARD ⅣⅡ， 1 正 ⅡⅠ n 医薬品 1971   
13 日本オラク l レ サービス 19 め ． 10 2 ㏄ 0 ． 叫 87.731 @.5 ク @ ㏄ 663UNI ㏄ 士正 ALTHGROUP サ - ビス ( 医荻 ) 197701   
' 。 井村松 台 研究所 サービス ' Ⅰ め ． 01             2<, コろ Ⅰ 4.313  %                   通信 (CATV) 1969.05 8219@ 35000@ 90@ 169 

15 ソフ @       ンク 旬 充 1981.09               の 6.316   112 796゜OHLS   ト克 ( 百貨店 ) 1988   
16 サブ一 サ - ビス 1996.01 1997.11 31.497     113 797？CA サ ーヒ ス ( 医荻 ) 1 分。   
17 セガ その他製品 l9 ㏄．㏄ l9 ㏄． 巴               3.283 135 935 QUALCOMM で丸 ℡ 器 l986 1991 3197 63 ㏄           
                                1'"1 。 ' 。 。 。   " 31"' 。 1" 。 " ' 。 "' 。 一 f""""1 。 """                 1968   
  sUN ル 町口 く OSYsTE ル 倦 で舞もな 拙 tg02 @ コ %1     
  

注 1 : 資料は、 会社四季報 ( 日本 ) 、 Mareent 社 ( 米国 ) 、 各社ホームベージ 俺 、 一部 平 床の合わないものあ り   

注 2     合併、 分割等により 1970 年以降設立された 会社は原則として 含まない   

注 3     日本企業の売上高は 原則 2 ㏄ 1 年度決算による   単位百万円   " は 営業収益 又は 営業収入   

注 4     日本企業の従業 且 敬は、 期末連結へ ，づ   

注 5 : 米国企業の売上高は 原則 2 ㏄ 1 年度決算による。 単位百万ドル   
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表 :1. 新 興 企業の日米比較 

注Ⅰ               材的 適 企業は   甘気機器   サービス業の 一部及び医薬品の 一部の企業であ る   

注 2   一部の企業では   営業収益等を 売上古とみなしている   

注 3   米国のデータは 判明分のみ   

4.  考察一朱日新興土圭の 果 たした役割 

以上を比較すると、 米国の企業群と 日本の企業群の 
間に次のような 差異が浮かび 上がってくる。 世界の企 
業の中には、 技術との関連において、 関係が非常に 深 
いものと、 必ずしもそれほど 深くないものがあ ること。 

そして 1980 年代までの日本経済の 好調きは、 主として 
技術関連分野とそのバックアップとしての 金融分野の 
企業の活躍に 負 ，ていたと考えられる。 ( 表 1) そして   
それはまた日本 ビ 業の組織形態が、 その時代の技術課 
題の解決に適合していたためと 考えられる。 ところが   

90 年代に入ると 要求される技術の 質が 80 年代と異なり   
日本企業が従来のような 高いパーフオーマシスを 発揮 

できなくなってきてしまったと 考えられる。 それは   

技術の解決能力の 質的差異によるものか、 組織の適合 
性 によるものと 考えられる。 

それでは、 90 年代に圧倒的な 躍進を遂げた 米国の新 
興 企業は、 何故このように 高い成長を遂げることがで 
きたのであ ろうか。 表 5 にみたようにその 原動力となっ 
たのは、 ほとんど ( 企業数で 3 分の 2) が I T 関連企業 
であ る。 

一つぼは、 I T 技術の高成長期にこれらの 企業が立 
ち 上がったことによる。 I T の技術は、 1947 年の ショ 

ックレ 一等によるトランジスタ 一の発明に始まるとさ 
れているが、 その後 I C 技術の開発へとっががり、 こ 

れらが、 1980 年代のパソコンの 発展を生みだし、 さら 

には 1990 年代にはインターネ ツド の時代を創出させる 
こととなる。 これらの I T 技術は 、 明らかにその 成長 

過程において 科学との強い 接点が見られ ( 渡辺 孝 )   
技術のイノベーションが 産業の発展と 直接的に結びつ 
いていた。 初期の段階においては、 技術者すなわち 企 
柴家という構図が 多く見られたのであ る。 経営者は若 
く 高度な専門家であ った。 彼らは若く、 リスクをとる 
ことを恐れず、 またその専門知識を 武器にして I T 革 
命の急速な進行 _ 乗り遅れることもなかった ( 米国 商 
務省 ) 。 

I T 産業は、 こうした技術革新を 背景に、 急速に成 
是 することとなった。 しかしながら、 I T 技術の系譜 
を 見ると独創的な 技術のほとんどは 米国で育まれたも 
のであ った。 日本では、 わずかな例外を 除いて、 ほと 

んど革新的な 発明はなされていない。 T R 0 N になら 

れる独創的な 提案も、 周辺の技術との 共鳴なくしては   
大きな発展はあ り得なかった   

こうした技術革新の 領域は、 日本企業には 不得手な 
領域であ った。 生産技術の改良には、 きわめて優等生 
であ った日本企業だが、 物理限界に挑戦する 技術革新 
の 分野では、 少なくとも I T 分野では、 際 だった成果 
をあ げていない   

また、 米国の多くの I T 企業がそうであ るよ う に   

専門家によって 企業が興され、 技術とともに 成長する 
というシステムが 日本には余り 例がなかった。 かつて 

は ソニーを生みホンダを 生んだ日本も、 戦後の一時期 
を 過ぎると大企業の 研究開発主体の 企業構造となり   
米国の I T 分野でもそうであ ったよ う に大企業の既存 

概念や組織では、 革新的な製品を 市場に送るのが 困難 
となってしまうのであ る。 これらの役割は、 新興企業 
のみが担 う ことが可能となり、 新興企業を生み 出す シ 

ステムをビルトインしていない 日本の経済システムで 

は 、 実行不可能となってしまったと 考えられる。 

他方、 本質的に起業家を 輩出するシステムをビルト 
インしていた 米国型経済システムでは、 数々の新興 企 
業 が育ち、 時代をリードするリーディンバ 企業として 
大きく育ち、 率先して産業構造を 変革していったので 

あ る。 

5. 今後の課題 

今回の分析を 踏まえた今後の 課題は 、 次の通り。 

1) ニューズウィーク 誌は企業規模を 市場価格で 把 
握 しており、 それは 1 つの考え方であ るが、 市場価 
格は当然のことながら、 その時々の各企業の 株価 
に 左右され、 変動が大きい。 比較的短期の 変動が 

激しく、 分析時点の置き 方により異なった 結果が 
でる可能性が 高い。 

2) 今回の分析では、 対象企業数を 日米、 世界共に 
100 企業としているが、 1) の性格を踏まえると   

産業構造全体を 把握するためには 企業数をさらに 
増加させる必要があ ると考えられる。 

3) 米国企業に関しては 情報の制約があ り、 その 真 
偽を確定するのが 極めて難しい。 資料により、 企 
業 設立時期、 株式公開時期等が 異なっていたり   
企業名称の変更、 合併等の情報の 取得が困難。 但 
し 、 各企業のホームページが 有効な情報取得手段 
となることが 多い。 

4) 今回の分析ではできなかったが、 個別企業の成 
長 をよりきめ細かく 分析すれば有益な 知見が得ら 
れる可能性が 高い   
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